
2020年度
省エネ相談地域プラットフォーム岡山

活動報告
3自治体合同会議

●日時：2020年2月15日（月）14：30～15：30

●会議方式：COVID-19感染リスクを考慮しZoom会議方式で行う。

●議題：２０２０年度省エネ相談地域プラットフォーム岡山の活動報告と意見交換

令和２年度中小企業等に対する省エネルギー診断事業費補助金（省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事
業） ：以下PF事業と略称

議題

Ⅰ．５ヶ年総括
 PF構築事業

 エコエネのPF構築事業

Ⅱ．２０２０年度PF活動
 年度活動方針・計画

 活動結果・成果

 課題

Ⅲ．２０２１年度以降のPF事業情報
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Ⅲ．２０２１年度以降のPF事業情報

4This material is confidential and the property of Sustainable open Innovation Initiative.

全国省エネ推進ネットワーク
https://www.shoene-portal.jp/

• 中⼩企業等の省エネ取組を様々な形で
支援する窓口の連絡先と支援内容を取
りまとめ、『全国省エネ推進ネットワーク』と
してWEB上で公開中

• 『全国省エネ推進ネットワーク』は、全国
の
自治体、その委託を受けた支援機関、
⾦融機関、省エネルギー相談地域プ
ラットフォームから構成

Ⅰ．省エネ相談地域プラットフォーム事業（ＰＦ事業）Ⅰ．省エネ相談地域プラットフォーム事業（ＰＦ事業）

経済産業省資源エネルギー庁
無料支援事業



・PF事業者は５０を超えたが、全都道府県にＰＦを網羅する状況にならなかった。
・参画ＰＦの法人は、多種・多彩。地域網羅のため制度主導によるＥＣＣＪ参画・退出もあった。
・ＰＦ事業者は、継続的増加ではなく、法人の特性を現した参画・退出が多くあった。
・ＥＣＣＪとＰＦ連携を制度企画したものの、具体化せず。
・支援のＰＤＣＡは３年目から始まったが、Ｐ止まりが多かった。

（Ｄ以降の実質省エネ実現は少なかった。）=（省エネ診断事業中心のＰＦの存在）

→ 専門家人材の資格重視基準 事業者の要請に応じた支援アドバイス力量評価？
・予算執行率は、芳しいものでは無かった様だ？

省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業の5ヶ年

0年目 1年目 2年目 3年目 5年目

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和2年

2015年 2016年 2017年 2018年 2020年

5？ 19 29 44 50

× × × ×

PF事業者業種多彩化 PF事業者業種多彩化

×～△４件問い合わせ

ECCJ専門家/PF専門家連
携

契約書を交わしたECCJ→
PF制度化

試行錯誤の支援活動 数拡大

自ら診断事業多？
ECCJ未活用多

後半期
開始遅れ

実質9月上旬～1月末

CO2ポテ診活用(補助金）

基準無き
運営判断

細部・手順化
管理報告強化

COVID-19甚大な影響

コンセプト導入 開始 →

実質省エネ
（Do)

－ Plan多し Plan多し

？ ？ ×？ ××？

参加PF 3 15

場所 香川県 神戸 Zoom

PF事業者業種多彩化

4年目

令和1年

2019年

51

×

×～△？

×？

ECCJ→PF紹介開始
時期合わず

交流会

PF事業検討の組織打診など

数拡大

Plan多し

→

12

大阪+Zoom 

ECCJ連携

全国で試行実施 試行錯誤の支援活動

PF事業者数

全都道府県へのＰＦ事業者網羅

省エネポータルサイトなど広報

ＰＦ事業者の種類

運営

PDCA

予算執行率



PF事業全体 5ヶ年活動の感想
1．当初計画未達で終了する5ヶ年

• 税金による公平な地域網羅と偏りのない支援事業者選択？

• 知られざる省エネ相談地域プラットフォーム構築事業？（自治体・関係団体等連携組織及び中小企業事業者へのＰＲ不足）

• ＰＤＣＡの着実な実施によるエネルギー使用量削減？

• 自立自走出来るＰＦ事業者も、資金・人材道半ば。

• ＥＣＣＪの省エネ診断が有るにもかかわらずＰＦ省エネ診断の黙認(予算の重複無駄遣い）。

2．制度設計は、時代の変化に対応出来ていたのか？

• 気候変動を含む資源エネルギー地球環境負荷・ＩＴによる経済・社会・技術の激変、世界における日

本の立ち位置の縮小過程などグローバルな変化、その影響を受けている中小企業のＰＦ支援現場の状

況を、的確にキャッチした組織・人材による制度設計だったのだろうか？

3．エネ庁・執行組織にＰＦ構築事業を管理指導する組織・人材は？

• 制度責任者(エネ庁）・執行組織はＰＦ事業者・ＰＦ支援対象事業者の声を受け止めない一方通行で

実態に合わない合理性無きマニュアルに固執し自らも対応出来ない混乱無駄等COVID-19が顕在化。

(支援期間短縮・予算削減・Web会議・Web支援・合同支援・再生可能エネルギー提案認めず等多々。）
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一般社団法人エコエネ技術士ネット　PF構築事業の5ヶ年

0年目 1年目 2年目 3年目 5年目

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和2年

2015年 2016年 2017年 2018年 2020年

日本技術士会連携 主要自治体コラボ
中国経産局主要自治体コラ

ボ
県内自治体・県団体・商業

団体・銀行・コラボ
→

支援地域
岡山県
山口県

岡山県
山口県

岡山県
広島県（福山市）

岡山県

支援事業者数 12 17 14 11

支援事業所数 17 15

1,000 850 800 500

専門家　省エネ ○ ○

専門家　経営 ○ ○

総原油換算kL 7,529 5,662

原油換算kL／施設 443 377

省エネ見込み 原油換算kL 642 331

原油換算kL 202 139

案件数 42% 88% （削減比率　32%） 42%

6 8 10 0

①岡山メーカーコラボ
省エネセミナー等約100名
岡山市役所大会議室

①岡山省エネセミナー（岡
山県、岡山市、倉敷市）　
2018年11月30日
岡山市役所大会議室110名
再生可能エネルギー
（太陽熱温水器）
②ENEX2019展示
(東京ビックサイト）　
　　

①セミナー計画せず。
②省エネ事例発表辞退　
　　
　　
　　
　　
　　
　　
　

トピックス

①IT遠隔支援
②合同支援
③建築士・中小企業診断士
の参画

①自治体のＰＦ現場視察
②ＥＣＣＪ連携強化　事業
者相互紹介11件、セミナー
専門家共有等
③商工会議所庫、商工会連
合会、環境保全事業団、地
域大学、地銀連携活動

①Zoom方式活用
②Web書庫活用拡大
③Data解析プロジェクト

岡山県

→

4年目

令和1年

2019年

再生可能エネルギー取組
（太陽熱温水器）

17

21

○

○

7,179

762

207

①倉敷省エネセミナー
②月刊省エネルギー掲載
③省エネ事例発表
(中国地域）

2

1,000

70%以上

342

セミナー

Do以降

エネルギー使用
量

エコエネ ＰＦ事業５ヶ年の成果

1. ＰＦ支援活動の基盤であるPDCAサイクル管

理システムの独自版の有効性を確認出来た。

・人材・支援コミュニケーションシステム

・支援事業者の選択

２.  岡山県地域省エネ相談プラットフォーム
を構築出来た。

・県内自治体・自治体の中小企業支援機関

・ECCJ・商工団体・銀行・関連企業や団体・大学等



省エネ相談地域プラットフォーム

プラットフォーム事業者の任務
A：中小企業等の掘り起こし
B：掘り起こした中小企業等の省エネ支援・アドバイス（事業者の省エネ促進）

Ⅱ．一般社団法人エコエネ技術士ネットの省エネ相談地域プラットフォーム活動



連携例 （財）省エネセンターＥＣＣＪ
Ⅰ．一般社団法人エコエネ技術士ネットの省エネ相談地域プラットフォーム活動

～経営改善につながる省エネ支援活動～

• コストダウン、高品質、工程改善、作業改善、
生産性向上、作業安全衛生、環境保全の改善、
省力化技術導入（AI・ロボット）など計画的な
省エネに取り組む。

• 事業者に応じた省エネ自走化をバックアップ。

事業者の声(要請）を聞く

事業者の継続的な
省エネ・温暖化対策活動支援

Ⅲ．２０１９年度 一般社団法人エコエネ技術士ネットの省エネ相談地域プラットフォーム事業



平均的な支援
パターン

Ⅱ．一般社団法人エコエネ技術士ネットの省エネ相談地域プラットフォーム活動

一般社団法人エコエネ技術士ネット
The Professional Engineers Network for Ecological Energy Earth

経営相談専門家 省エネ専門家
技術士・エネルギー管理士・１級建築士 第１種電気主任技術者
１級ボイラー技士等、税理士、行政書士等

16

❶ 個別事業者 訪問支援

Ⅲ．２０１９年度 一般社団法人エコエネ技術士ネットの省エネ相談地域プラットフォーム事業

2020年(一社）エコエネ技術士ネット
ＰＦ活動報告



2020年(一社）エコエネ技術士ネット
ＰＦ活動報告 17

合同支援単位
・介護施設(倉敷市特養連絡協議会
・１事業者複数事業所

❷ 合同支援
～ ドイツ LEEN方式を参考に同時に複数事業者支援 ～

❷ 合同支援
～ ドイツ LEEN方式を参考に同時に複数事業者支援 ～

(倉敷市・ＥＣＣＪ）

適合するテーマの例
・省エネ事例・技術紹介

 成果へのプロセス
 現場見学会
 建物省エネ診断
 省エネ機器
 ＩＴ活用
 補助金等活用

・省エネ手法の研修
 『管理標準』
 『エネルギー月報』
 『原単位管理』

❸ ＩＴ活用遠隔支援

【期待効果】

1 事業者自身による
オンライン情報に
よる管理が出来る。

1 データーに基づく
迅速効果的な省エ
ネ支援の提供が出
来る。

3 支援者活動におけ
る移動時間と移動経費
の節約が出来る。

Ⅲ．２０１９年度 一般社団法人エコエネ技術士ネットの省エネ相談地域プラットフォーム事業

一般社団法人エコエネ技術士ネット
The Professional Engineers Network for Ecological Energy Earth

モリフロッキー(株)実施中
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1．2020年度PF構築活動方針
1．COVID-19の状況・事業者の事業環境を共有し、省エネ支

援
・事業者の要請を聞き、PDCAの着実なP達成、過年度からの事業者はC(評価）達

成をゴールの基本。

・DCAサイクルは、COVID-19に対応できる支援環境が確認出来た場合とする。

・支援事業者と今年度の支援期間約5ヵ月、COVID-19の状況・事業者の事業環境を

共有。

・メリハリ有る支援。

2．COVID-19感染者を発生させない。
・職員・外部専門家及び支援関係事業者の安全第一

・管理体制・基準・手順を作り、これに従い活動を行う。

3．中小企業の効果的省エネ支援ノウハウ体系を完成させる。
・ドキュメント、ツール、Web書庫(データーベース)、情報公開（パンフ、Home

Page）

8月7日
Ｎｏ１．研修会資料より



重点的に実施した事項
5年目の今年を、 省エネルギー相談地域プラットフォーム構築事業
の仕上げの年と位置付け、以下の重点3事項に取り組み検証した。

1.構築した独自PDCAサイクル管理システム＊の運用と成果の検証
*『事業者の自立自走の支援のPDCAシステムとプロセス』に従い、事務局（コーディネー
ター）と複数の各分野に長じた外部専門家によるチームが、事業者の要請事項を掘り下げ
支援アドバイスを行う。

2.支援対象事業者の自立と人材育成の確立
支援期間・支援の場を通じて、事業者自らがエネルギー使用の状況を把握し、自ら管理す
る体制を作り、問題を見つけ出し管理する人材の育成を目指し、事業者の過去5年のエネ
ルギー使用Data解析結果を議論する。

3. 構築した省エネルギー相談地域プラットフォーム構造の総括検証
県内自治体・自治体の中小企業支援機関・ECCJ・商工団体・銀行・エネルギー関連企業・
大学等と連携し、省エネ・温暖化対策の啓蒙、事業者支援アドバイスを行うPF体制構築の
検証を行う。

補助事業の効果
1.PDCAサイクル管理システム検証
省エネ見込量原油換算447kL、Do以降180kL。今年度事業運営費を上回る省エネコ
ストダウンが実現した。3年連続経済性有るものとなった。展開ツール『PEN-ST-
007提案書』等や支援事業者とコミュニケーションツール『事業者毎のWeb書庫・会
議』が有効に機能した。

2.支援対象事業者の自立と人材育成
気候条件等を考慮し過去5年のData解析を行った。支援対象事業者の経営層・管
理者・担当者を念頭に図表を多用し、分かり易いエネルギー使用状況と課題を報告
書にまとめ報告・議論を行った。人材育成・省エネ管理体制づくりに有効であった。

3.構築した省エネルギー相談地域プラットフォーム構造の
総括検証
COVID-19感染リスク回避のためセミナーは行わず。過年度セミナー実施で培った
自治体・ECCJ・他団体等との連携し機会があれば実行可能。ECCJ省エネ診断結
果活用は情報無し。ECCJ中国支部連携は、外部専門家交流や諸情報共有等引き
続き機能した。PFの中小企業等に知られざる状況5年で、PF構築事業が目指した
姿を構築出来た。
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平成29年度中小企業白書より

都道府県別企業数、常用雇用者数、従業者数（民営、非一次産業、2014年）

大企業 規模合計

中小企業 中規模 うち小規模 大企業 規模合計 中/中小 中小/大 中小/全 小/全 大/全

全国総計 3,809,228 556,974 3,252,254 11,110 3,820,338 14.6% 343 99.7% 85.1% 0.3%

岡山県 55,224 8,220 47,004 98 55,322 14.9% 564 99.8% 85.0% 0.2%

山口県 40,991 5,900 35,091 49 41,040 14.4% 837 99.9% 85.5% 0.1%

香川県 32,743 4,386 28,357 62 32,805 13.4% 528 99.8% 86.4% 0.2%

(注)   1. 総数には会社以外の法人及び農林漁業は含まれていない。
　　　　2. 企業の区分については、中小企業基本法（昭和38年法律第154号）に基づく。

規模別事業者数比率

事業者

【企業数】

中小企業

事業者選択と目標達成の手法開発が課題

● ８２２０社÷１５社/年＝５４８年
● ８２２０社×２０％÷１０年＝１６４社

 EXCELシートでの試算

目標(現状からの削減） 一般社団法人エコエネ技術士ネット 25 倍の方法

235 万ｋL/年削減 0.02 万ｋL/年削減

10年間の平均 PF事業者 単位 基準
対基準
倍数

23.5 万ｋL/年削減/年 50 削減量 万ｋL/年削減/年 2.0 25 25 万ｋL/年削減/年

全国PF PF事業者数 － 50 1.0 50 ＰＦ事業者に魅力

0.5 万ｋL/年削減 支援事業者規模 kL/年 400 1.0 400 現実的な規模

年間削減量への能力 事業者数／PF － 20 2.5 50 合同支援方式等工夫

47 倍
見込み量／エネルギー使
用規模

％ 10% 10.0 100%

見込みに対する実行率 ％ 25% 1.0 25%

17 事業所

7000 kL/年

412 kL/年・事業所

現状 試算

●全PFが毎年着実に成果を出し続けられるか？

◎省エネからSDGｓ・気候変動組織による制度運営
◎グローバルで変化の激しい時代に対応した、実態に合わせて臨機応変
な支援体制の変革を許容する柔軟な制度設計
◎合同支援・IT遠隔支援従来に無い手法の積極開発活用
◎支援PF人財の抜本的な変革となる人材育成
◎ビジネス組織メーカーやコンサルタントとの連携

事業変革
再生可能エネルギー

事業変革
再生可能エネルギー



中小企業事業者の省エネマインドは？

節目

・オイルショック

・京都議定書(諸施策）と終了2013年

・東日本大震災 節電・省エネ

・COP24 パリ協定

・有料支援の影響？

◇省エネ投資補助金拡大
◇無料中小企業支援

無料支援・補助金当り前の体質から脱却出来るか？？
日本の２１世紀の中小企業！

５ヶ年のPF活動で学んだことを
地域から持続可能な豊かな社会構築へ

（エネルギー・産業構造・経済・環境）

５ヶ年のPF活動で学んだことを
地域から持続可能な豊かな社会構築へ

（エネルギー・産業構造・経済・環境）
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一般社団法人エコエネ技術士ネットの知見
 やれば出来る。
 現実を直視・熟慮し行動すること。
 グローバルを意識した人材・組織・ネットワーク。
 開拓者精神が必要。
（やらなくて良いことはやらない。＝横目で見ながらはやらない。）

 パーフェクトを目指さない。

一般社団法人エコエネ技術士ネットの提案
自治体組織：人が変わっても継続する明確な方針のメッセージ

(自治体トップの意識は？）
自治体の方針の提示、市民・住民、地域関係団体連携それぞれがコミュニ
ケーションを密にし進める。国とは連携するが、頼らない。

地域(影響を受ける周辺地域を含む）・市民・産業の倫理観・公平性・合理
性・科学的・多様性・相手を理解する体制をつくる。

グローバルな動きを見極め地域の具体的なあるべき姿を描き、プロセスを明
確にし、思考・試行しながら一歩ずつ構築する。


